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需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成 26 年４月１日付け 25 生産第 3578 号農林水産省生産局長通知）新旧対照表

（下線部分は改正部分） 

改正後 現 行 

需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領 需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領 

全部改正 平成 26 年 4 月 1 日付け 25 生産第 3578 号 

一部改正 平成 26 年 11 月 28 日付け 26 生産第 2183 号 

一部改正 平成 27 年 4 月 16 日付け 27 生産第 150 号 

一部改正 平成 27 年 9 月 30 日付け 27 生産第 1842 号 

一部改正 平成 28 年 4 月 1 日付け 27 政統第 933 号 

一部改正 平成 28 年 6 月 23 日付け 28 政統第 489 号 

一部改正 平成 29 年 3 月 29 日付け 28 政統第 1943 号 

一部改正 平成 29 年 11 月 30 日付け 29 政統第 1254 号 

一部改正 平成 30 年 4 月 1 日付け 29 政統第 1883 号 

一部改正 令和元年 5 月 15 日付け 31 政統第 218 号 

一部改正 令和 2 年 4 月 1 日付け元政統 2112 号 

一部改正  令和 2 年 12 月 15 日付け 2 政統 1597 号 

一部改正 令和 2 年 12 月 28 日付け 2 政統 1692 号 

一部改正 令和 3 年 3 月 31 日付け 2 政統第 2573 号 

一部改正 令和 4 年 4 月 1 日付け 3 農産第 3725 号 

一部改正 令和 5 年 3月 31 日付け 4 農産第5189号 

全部改正 平成 26 年 4 月 1 日付け 25 生産第 3578 号 

一部改正 平成 26 年 11 月 28 日付け 26 生産第 2183 号 

一部改正 平成 27 年 4 月 16 日付け 27 生産第 150 号 

一部改正 平成 27 年 9 月 30 日付け 27 生産第 1842 号 

一部改正 平成 28 年 4 月 1 日付け 27 政統第 933 号 

一部改正 平成 28 年 6 月 23 日付け 28 政統第 489 号 

一部改正 平成 29 年 3 月 29 日付け 28 政統第 1943 号 

一部改正 平成 29 年 11 月 30 日付け 29 政統第 1254 号 

一部改正 平成 30 年 4 月 1 日付け 29 政統第 1883 号 

一部改正 令和元年 5 月 15 日付け 31 政統第 218 号 

一部改正  令和 2 年 4 月 1 日付け元政統 2112 号 

一部改正  令和 2 年 12 月 15 日付け 2 政統 1597 号 

一部改正 令和 2 年 12 月 28 日付け 2 政統 1692 号 

一部改正 令和 3 年 3 月 31 日付け 2 政統第 2573 号 

一部改正 令和 4 年 4 月 1 日付け 3 農産第 3725 号 

第１～７ （略） 

別紙１ 

加工用米について 

第１～第５（略） 

第６ 加工用米出荷・販売契約等 

１（略） 

２ 加工用米販売契約数量報告 

（１）全国生産出荷団体等（自家加工農業者を除く。）は、加工用米を加工用米需

第１～７ （略） 

別紙１ 

加工用米について 

第１～第５（略） 

第６ 加工用米出荷・販売契約等 

１（略） 

２ 加工用米販売契約数量報告 

（１）全国生産出荷団体等（自家加工農業者を除く。）は、加工用米を加工用米需
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要者団体等に対して売り渡そうとする場合は、以下に掲げる事項を記載した加

工用米の販売に関する契約（以下「加工用米販売契約」という。）を締結する。 

なお、仲介事業者が販売（販売を委託する場合を除く。）に介在する場合は、

加工用米販売契約に当該仲介事業者を含めるものとする。 

ア 他の用途への転用の禁止に関する事項 

イ 作柄等の影響により加工用米生産量に増減が生じる場合の契約数量の変更

に関する事項 

ウ 違約金その他の契約の履行を担保する措置に関する事項 

エ 品位等検査を受検しない場合の品質基準及びその具体的な確認方法に関す

る事項 

オ 需要者への販売価格に関する事項 

 

（２）（略） 

 

３（略） 

 

第７～９（略） 

 

 別紙 （略） 

 

 別添１～３ （略） 

 

 

 別紙２ 

新規需要米について 

 

 第１～２ （略） 

 

 第３ 管理方式等 

 １ 本要領別紙１の第４に準じるものとする。ただし、同２に定める区分管理計画

書については、農業者が新規需要米として子実を出荷しない場合には提出を要し

ない。 
 

２ 米粉用向け専用品種は、次のいずれかに該当するものとする。  

（１）国の委託試験等によって米粉用に育成され、パン・麺用向けの加工適性が高

いことが確認された別表に掲げる品種 

要者団体等に対して売り渡そうとする場合は、以下に掲げる事項を記載した加

工用米の販売に関する契約（以下「加工用米販売契約」という。）を締結する。 

なお、仲介事業者が販売（販売を委託する場合を除く。）に介在する場合は、

加工用米販売契約に当該仲介事業者を含めるものとする。 

ア 他の用途への転用の禁止に関する事項 

イ 作柄等の影響により加工用米生産量に増減が生じる場合の契約数量の変更

に関する事項 

ウ 違約金その他の契約の履行を担保する措置に関する事項 

エ 品位等検査を受検しない場合の品質基準及びその具体的な確認方法に関す

る事項 

   （新設） 

 

（２）（略） 

 

３（略） 

 

第７～９（略） 

 

 別紙 （略） 

 

 別添１～３ （略） 

 

 

別紙２ 

新規需要米について 

 

 第１～２ （略） 

 

 第３ 管理方式等 

 本要領別紙１の第４に準じるものとする。ただし、同２に定める区分管理計画書に

ついては、農業者が新規需要米として子実を出荷しない場合には提出を要しない。 
 

 

（新設） 
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（２）次の①及び②のいずれにも該当する品種であり、都道府県知事の申請に基づ

き、地方農政局長等が特に認めるもの 

   ① 都道府県等の農業試験場等の試験データ等により、パン・麺用向けの加工

適性が高いことが確認された品種 

   ② 国内において、主に主食用向け以外として生産されており、パン・麺用と

して需要がある品種 

     なお、地方農政局長等が特に認めた米粉用品種に係る作付け、流通、需要

動向、加工適性の状況等が、①又は②に定める基準に該当しなくなった場合

は、必要に応じ、当該品種に係る特認品種の認定の取消しの措置を講ずるも

のとする。 

 

別表 

 

 

 

 

第４～６ （略） 

 

 

別添１ （略） 

 

 別紙３ （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第４～６ （略） 

 

 

 別添１ （略） 

 

 別紙３ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北瑞穂、ふくのこ、ミズホチカラ、笑みたわわ、亜細亜のかおり、ほしのこ、

こなだもん、越のかおり、あみちゃんまい 



現行改正後
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別紙様式第３－２号の２
番　　　　号
年 　月　日

殿

農林水産省農産局長
　　　地方農政局長
　　　北海道農政事務所長
　　　内閣府沖縄総合事務局長

【添付書類】

　　適正流通に関する啓発資料

加工用米認定結果通知書

　令和　年　月　日付けで申請のあった、令和〇年産加工用米の取組計画について、需要に応じた米の生産・販売の推進
に関する要領（平成26年４月１日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙１の第５の２の規定に基づき、認定
することとしたので、加工用米適正流通の確保を図るため、定められた用途以外の用途として流通することのないよう、主食
用米等の他の用途の米穀と明確に区分・管理の上、出荷するよう適切な取組をお願いします。

別紙様式第３－２号の２
番　　　　号
年 　月　日

殿

農林水産省農産局長
　　　地方農政局長
　　　北海道農政事務所長
　　　内閣府沖縄総合事務局長

1 令和〇年産加工用米認定数量：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　玄米kg

2 令和〇年産加工用米認定面積：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

3 出荷方式：

※ その他、農政局長等が特に必要と認めた項目を追加

【添付書類】

　　適正流通に関する啓発資料

加工用米認定結果通知書

　令和　年　月　日付けで申請のあった、令和〇年産加工用米の取組計画について、需要に応じた米の生産・販売の
推進に関する要領（平成26年４月１日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙１の第５の２の規定に基
づき、下記のとおり認定することとしたので、加工用米適正流通の確保を図るため、定められた用途以外の用途として
流通することのないよう、主食用米等の他の用途の米穀と明確に区分・管理の上、出荷するよう適切な取組をお願いし
ます。

記
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別紙様式第３－１３号

年　月　日

　農林水産省農産局長

　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

 全国生産出荷団体

地域流通農業者

住　所

氏　名

種　　類 使途 都道府県名 名　称 態様 数　　量

（実㎏） （玄米㎏）

　　することができるものとする。

（注２）販売契約書の写しを添付すること。

（注３）「種類」欄は、うるち米・もち米別を記載。

（注４）「使途」欄は、清酒用・焼酎・加工米飯・味噌等調味料・米穀粉・米菓・包装もち・その他別を記載。

（注５）「態様」欄は、丸玄米・精米・変形加工等を記載。

　　　の写しの提出は要しない。

　　　当該需要者との変更後の契約締結数量が確認できる場合は当該報告を省略できる。

（注６）「数量」欄は、販売契約数量を変更した場合は変更後の数量を記入すること。ただし、加工用米取組計画の認定申請において

　　　加工用米販売契約書の写しを提出しており、販売契約数量に変更がない場合にあっては、本報告書及び加工用米販売契約書

（注７）販売契約を行った需要者が単一であって、既に報告を行っている別紙様式第3-14号「加工用米生産集出荷数量一覧表」で

令和○年産加工用米販売契約締結結果報告書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長
通知）別紙１の第６の２の規定に基づき、加工用米販売契約締結結果を下記のとおり報告します。

記

加工用米需要者団体等の名称及び販売契約数量

（新設）

（注１）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更

別紙様式第３－１３号

年　月　日

　農林水産省農産局長

　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

 全国生産出荷団体

地域流通農業者

住　所

氏　名

種　　類 使途 都道府県名 名　称 態様 数　　量

（実㎏） （玄米㎏）

　　することができるものとする。

（注２）販売契約書の写しを添付すること。

（注３）「種類」欄は、うるち米・もち米別を記載。

（注４）「使途」欄は、清酒用・焼酎・加工米飯・味噌等調味料・米穀粉・米菓・包装もち・その他別を記載。

（注５）「態様」欄は、丸玄米・精米・変形加工等を記載。

　　　の写しの提出は要しない。

令和○年産加工用米販売契約締結結果報告書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長
通知）別紙１の第６の２の規定に基づき、加工用米販売契約締結結果を下記のとおり報告します。

記

加工用米需要者団体等の名称及び販売契約数量

（注６）「数量」欄は、販売契約数量を変更した場合は変更後の数量を記入すること。ただし、加工用米取組計画の認定申請において

販売価格
（円/kg）

（注１）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更

　　　加工用米販売契約書の写しを提出しており、販売契約数量に変更がない場合にあっては、本報告書及び加工用米販売契約書

（注７） 農業者等のうち、全国生産出荷団体、都道府県生産出荷団体、認定方針作成者は販売価格を記入するものとする。
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別紙様式第３－１４号
年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

認定方針作成者
住　所
氏　名

電　話

（地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類 単収

収穫量

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡) （㎡） （㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※３ ※４ ※５

/

/

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（※１）　別紙様式第3-11号の加工用米出荷契約等数量農業者別一覧表と整合すること。

（※２）　出荷契約数量等を変更する場合は、Ａ～Ｃのいずれかを選択し、必要事項を記入すること。また、作柄変動が生じた場合の補正率は｢作柄表示地帯の単収／作柄表示地帯の平年

　　　　単収」を記入し、全収穫量が把握できた場合の変更又は自然災害等により減収した場合の変更を行う場合にあっては、全収穫量や減収量が確認できる書類を添付すること。

（※３）　変更を行わない場合は①を、Ａを選択した場合は①×④と①の間の任意の数値を、Ｂを選択した場合は①－③/⑤×⑥を、Ｃを選択した場合は⑦を記入すること。また、全収穫量が

　　　　把握できた場合の変更を行った場合においては変更後の数量を記入すること。

（※４）　30kg換算個単位に調整した際に生ずる端数については、切り上げ又は切り捨てにより整理すること。ただし、切り捨てにより当該農業者の出荷数量が零となる場合は、切り上げによる

　　　　端数の整理のみ選択できる。

（※５）①畜産利用（自家利用以外）、②畜産利用（自家利用）、③すき込み、④その他のいずれかを番号で記入する。

（注１）　認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。

（注２）　電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

Ｃ：区分管理

方式の場合

全ての水稲
作付面積

減収量

補正率

令和○年産加工用米生産集出荷数量一覧表

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙１の第７の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

取組
番号

農業者名等 当初出
荷契約
等数量

生産
面積

出荷契約数量及び販売契約数量の変更　　※２
変更後出荷
契約等数量

⑧を30㎏換算
個単位に調整
する場合の変
更後出荷契約

等数量

記

出荷（売渡）
数量

稲わらの
利用状況

氏名又
は名称

農業者
コード Ａ：作柄変動が

生じた場合

Ｂ：自然災害により減収
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別紙様式第３－１４号
年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

認定方針作成者
住　所
氏　名

電　話

（地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類 単収

収穫量

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡) （㎡） （㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※３ ※４ （新設）

/

/

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（※１）　別紙様式第3-11号の加工用米出荷契約等数量農業者別一覧表と整合すること。

（※２）　出荷契約数量等を変更する場合は、Ａ～Ｃのいずれかを選択し、必要事項を記入すること。また、作柄変動が生じた場合の補正率は｢作柄表示地帯の単収／作柄表示地帯の平年

　　　　単収」を記入し、全収穫量が把握できた場合の変更又は自然災害等により減収した場合の変更を行う場合にあっては、全収穫量や減収量が確認できる書類を添付すること。

（※３）　変更を行わない場合は①を、Ａを選択した場合は①×④と①の間の任意の数値を、Ｂを選択した場合は①－③/⑤×⑥を、Ｃを選択した場合は⑦を記入すること。また、全収穫量が

　　　　把握できた場合の変更を行った場合においては変更後の数量を記入すること。

（※４）　30kg換算個単位に調整した際に生ずる端数については、切り上げ又は切り捨てにより整理すること。ただし、切り捨てにより当該農業者の出荷数量が零となる場合は、切り上げによる

　　　　端数の整理のみ選択できる。

（新設）

（注１）　認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。

（注２）　電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

Ｂ：自然災害により減収

全ての水稲

作付面積
減収量

⑧を30㎏換算
個単位に調整
する場合の変
更後出荷契約

等数量

令和○年産加工用米生産集出荷数量一覧表

記

Ａ：作柄変動が

生じた場合

出荷契約数量及び販売契約数量の変更　　※２

補正率

（新設）

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙１の第７の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

取組
番号

農業者名等

氏名又
は名称

農業者
コード

当初出
荷契約
等数量

出荷（売渡）
数量

生産
面積

Ｃ：区分管理
方式の場合

変更後出荷
契約等数量
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別紙様式第４－１号
年　　月　　日

　農林水産省農産局長
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　殿

農業者等
住　　所
氏　　名
電話番号

１　用途（本要領別紙２の第２の１に定める用途）：【　　　　　　　　　　　　】

２　取組の概要

　（具体的な取組内容）

３　取組計画

（１）生産計画

計

　※１：うるち米・もち米・醸造用別に記載（以下同じ。）

　※２：多収品種又は米粉専用品種で取り組む場合は具体的な品種名を記入し、その他の品種で取り組む場合は品種名又は

　　　「その他」と記入すること。

　※３：原則として玄米kg単位で記入するが、子実を採らない場合は現況に応じて記入すること（ＷＣＳ用、青刈り

　　　稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記入すること。以下同じ。）。

　※４：区分管理方式による出荷の場合は「区分」と、一括管理方式による出荷の場合は「一括」と記入すること。

　（注）全国生産出荷団体、都道府県生産出荷団体及び認定方針作成者が申請する場合は、品種欄、単収欄及び出荷

　　　方式欄は省略できる。

出荷方式
※4

令和○年産新規需要米取組計画書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号
農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の１に基づき、下記のとおり申請します。

記

（注）ＷＣＳ用稲に取り組む場合は、ロールの大まかなサイズ、重量を記入すること。
例：「直径○○cm×厚さ○○cm、１ロール当たり○○kg」

種　類
※1

品　種
※2

数　量
（玄米kg）※3

単　収
面　積
（㎡）

別紙様式第４－１号
年　　月　　日

　農林水産省農産局長

　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　殿

農業者等
住　　所
氏　　名
電話番号

１　用途（本要領別紙２の第２の１に定める用途）：【　　　　　　　　　　　　】

２　取組の概要

　（具体的な取組内容）

３　取組計画

（１）生産計画

計

　※１：うるち米・もち米・醸造用別に記載（以下同じ。）

　※２：多収品種で取り組む場合は具体的な品種名を記入し、その他の品種で取り組む場合は品種名又は「その他」

　　　と記入すること。

　※３：原則として玄米kg単位で記入するが、子実を採らない場合は現況に応じて記入すること（ＷＣＳ用、青刈り

　　　稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記入すること。以下同じ。）。

　※４：区分管理方式による出荷の場合は「区分」と、一括管理方式による出荷の場合は「一括」と記入すること。

　（注）全国生産出荷団体、都道府県生産出荷団体及び認定方針作成者が申請する場合は、品種欄、単収欄及び出荷

　　　方式欄は省略できる。

令和○年産新規需要米取組計画書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号
農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の１に基づき、下記のとおり申請します。

記

（注）ＷＣＳ用稲に取り組む場合は、ロールの大まかなサイズ、重量を記入すること。
例：「直径○○cm×厚さ○○cm、１ロール当たり○○kg」

種　類
※1

品　種
※2

数　量
（玄米kg）※3

面　積
（㎡）

出荷方式
※4

単　収

9



（２）販売計画

都道府県
契約期間

（○年～○年）

数量（玄米
kg)

計

　※１：仲介事業者が介在する場合は、仲介事業者名及び当該仲介事業者を介して購入する需要者名を別行に記入す

　　　ること。

　　　　また、買取販売事業者に販売する場合は当該買取販売事業者名を記入すること。

　※２：生もみ・乾もみ・玄米・精米・ロール等、需要者等に引き渡す際の態様を記入すること（販売契約者の態様

　　　と一致すること。）。

　※３：数量（玄米㎏）のうち複数年契約の数量を契約期間ごとに記入すること（経営所得安定対策等実施要綱別紙13の２に

　　　規定する産地交付金の追加配分の対象となる数量とする。）。

４　適正流通に関する事項（主食用途流通防止の措置）
（１）具体的な措置

（２）ふるい下米や規格外等の低品位米が生じた際の用途、販売先等

（注）発生が想定される場合は原則記載すること。

５　受検予定の農産物検査機関の住所及び名称

　（注）受検予定の農産物検査機関の住所及び名称を記載。（全国生産出荷団体及び都道府県生産出荷団体が申請す

　　　る場合は省略できる。）

【添付書類】

１　販売契約の状況が分かる以下のいずれかの書類

（１）需要者等との販売契約書の写し（別紙様式第４－４号）

（２）買取販売事業者に販売を行う場合にあっては買取販売要領第２の規定に基づき提出した販売承認

　　　申請書（別記様式第１号）及び用途限定米穀に関する誓約書（別記様式第２号）並びに買取販売

　　　要領第４の規定に基づき受領した承認通知書（別記様式第３号）の写し

 （３）自ら利用又は販売する場合にあっては新規需要米自家加工販売計画書（別紙様式第３－４号）

（４）申請時までに需要者等との販売契約書を締結できない場合にあっては新規需要米販売計画書等

２　農業者等及び需要者等が作成した適正流通に関する誓約書（別紙様式第４－５号の１、別紙様式第

　４－５号の２、別紙様式第４－６号）

３　全国生産出荷団体又は都道府県生産出荷団体が取組主体となる場合は新規需要米団体間集荷計画書

　（別紙様式第４－８号）

４　その他認定に必要な書類

（取組主体等で低品位米が生じた場合）

（需要者等で低品位米が生じた場合）

種　類

需要者等名　※1
態様
※2

数　量
（玄米kg）

 数量のうち複数年契約 ※
３

名　称

（２）販売計画

都道府県
契約期間

（○年～○年）

数量（玄米
kg)

計

　※１：仲介事業者が介在する場合は、仲介事業者名及び当該仲介事業者を介して購入する需要者名を別行に記入す

　　　ること。

　　　　また、買取販売事業者に販売する場合は当該買取販売事業者名を記入すること。

　※２：生もみ・乾もみ・玄米・精米・ロール等、需要者等に引き渡す際の態様を記入すること（販売契約者の態様

　　　と一致すること。）。

　※３：数量（玄米㎏）のうち複数年契約の数量を契約期間ごとに記入すること（経営所得安定対策等実施要綱別紙13の２に

　　　規定する産地交付金の追加配分の対象となる数量とする。）。

４　適正流通に関する事項（主食用途流通防止の措置）
（１）具体的な措置

（２）ふるい下米や規格外等の低品位米が生じた際の用途、販売先等

（注）発生が想定される場合は原則記載すること。

５　受検予定の農産物検査機関の住所及び名称

　（注）受検予定の農産物検査機関の住所及び名称を記載。（全国生産出荷団体及び都道府県生産出荷団体が申請す

　　　る場合は省略できる。）

【添付書類】

１　販売契約の状況が分かる以下のいずれかの書類

（１）需要者等との販売契約書の写し（別紙様式第４－４号）

（２）買取販売事業者に販売を行う場合にあっては買取販売要領第２の規定に基づき提出した販売承認

　　　申請書（別記様式第１号）及び用途限定米穀に関する誓約書（別記様式第２号）並びに買取販売

　　　要領第４の規定に基づき受領した承認通知書（別記様式第３号）の写し

 （３）自ら利用又は販売する場合にあっては新規需要米自家加工販売計画書（別紙様式第３－４号）

（４）申請時までに需要者等との販売契約書を締結できない場合にあっては新規需要米販売計画書等

２　農業者等及び需要者等が作成した適正流通に関する誓約書（別紙様式第４－５号の１、別紙様式第

　４－５号の２、別紙様式第４－６号）

３　全国生産出荷団体又は都道府県生産出荷団体が取組主体となる場合は新規需要米団体間集荷計画書

　（別紙様式第４－８号）

４　その他認定に必要な書類

種　類

需要者等名　※1
態様
※2

数　量
（玄米kg）

 数量のうち複数年契約 ※

３

名　称

（需要者等で低品位米が生じた場合）

（取組主体等で低品位米が生じた場合）

10



別紙様式第４－２号

年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者

　　地方農政局長

　　北海道農政事務所長

　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　　　殿

認定方針作成者

　住　所

　氏　名

　電　話

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡)

※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ ※８ ※９ ※１０

計 - - - - - - - -

 （※１）本要領別紙２の第２に定める次の用途のいずれかを記入し、別葉とすること。（「飼料用」、「米粉用」、「ＷＣＳ用」、「青刈り稲用」、「新市場開拓用」）

（※２）通し番号を付すこと。なお、同一農業者が、複数の種類、品種の新規需要米に取り組む場合は、それぞれ別の行に分けて（別の通し番号を付して）記入すること（農業者ごとの小計は記入しない）。
（※３）経営所得安定対策等における「交付申請者管理コード」を記入すること。
（※４）うるち米、もち米又は醸造用のいずれかを記入すること。

（※５）多収品種又は米粉専用品種で取り組む場合は具体的な品種名を記入し、その他の品種で取組む場合は品種名又は「その他」と記入すること。

（※６）多収品種又は米粉専用品種を用いる場合は○を付すこと。

（※７）本要領別紙１の第５の２の（３）により設定した単収を記入すること。
（※８）区分管理方式による出荷の場合は「区分」と、一括管理方式による出荷の場合は「一括」と記入すること。
（※９）生もみ・乾もみ・玄米・精米・ロール等、需要者等に引き渡す際の態様を記入すること。（販売契約書の態様と一致すること）
（※10）販売契約数量等（玄米㎏）のうち複数年契約の数量を記入すること（交付対象となる数量とする。）。
（注１）認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。
（注２）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

態様

契約数量
のうち複数
年契約の

数量
（玄米㎏）

住　所 氏名又は
名称

農業者コード

 販売契約
 数量等

単収
 生産予定

 面積
出荷方式

令和○年産新規需要米出荷契約数量等農業者別一覧表

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の１の規定に基づき、新規需要米販売契約数量、生産予定面積等を、下記のとおりお知らせ
します。

（地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（用途※１：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

取組番号

農業者名等

種類 品種 多収

新規需要米販売契約等の内容
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別紙様式第４－２号

年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者

　　地方農政局長

　　北海道農政事務所長

　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　　　殿

認定方針作成者

　住　所

　氏　名

　電　話

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡)

※２ ※３ ※４ ※５ ※６ ※７ ※８ ※９ ※１０

計 - - - - - - - -

 （※１）本要領別紙２の第２に定める次の用途のいずれかを記入し、別葉とすること。（「飼料用」、「米粉用」、「ＷＣＳ用」、「青刈り稲用」、「新市場開拓用」）

（※２）通し番号を付すこと。なお、同一農業者が、複数の種類、品種の新規需要米に取り組む場合は、それぞれ別の行に分けて（別の通し番号を付して）記入すること（農業者ごとの小計は記入しない）。
（※３）経営所得安定対策等における「交付申請者管理コード」を記入すること。
（※４）うるち米、もち米又は醸造用のいずれかを記入すること。
（※５）多収品種で取り組む場合は具体的な品種名を記入し、その他の品種で取組む場合は品種名又は「その他」と記入すること。
（※６）多収品種を用いる場合は○を付すこと。
（※７）本要領別紙１の第５の２の（３）により設定した単収を記入すること。
（※８）区分管理方式による出荷の場合は「区分」と、一括管理方式による出荷の場合は「一括」と記入すること。
（※９）生もみ・乾もみ・玄米・精米・ロール等、需要者等に引き渡す際の態様を記入すること。（販売契約書の態様と一致すること）
（※10）販売契約数量等（玄米㎏）のうち複数年契約の数量を記入すること（交付対象となる数量とする。）。
（注１）認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。
（注２）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

契約数量
のうち複数
年契約の

数量
（玄米㎏）

取組番号 種類 品種
農業者コード

氏名又は
名称

住　所 多収 出荷方式

（地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（用途※１：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○年産新規需要米出荷契約数量等農業者別一覧表

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の１の規定に基づき、新規需要米販売契約数量、生産予定面積等を、下記のとおりお知らせ
します。

態様
 販売契約
 数量等

単収
 生産予定

 面積

農業者名等 新規需要米販売契約等の内容
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別紙様式第４－4号

種　　　　　　類： □ うるち米　□ もち米　□ 醸造用

品　　　　　　位： □ ○○以上の品位　□ 定めない

引渡時の態様： □ 玄米　□ 精米　□ もみ　□ その他（　　　　）

販売契約数量： 実kg

販  売  価  格：                             円／kg

　　

　【米粉用】

①  1.70mm以上のふるい目幅で調製されていること

②  水分含有率が16.0%以下であること

　【飼料用】

３ 違約金について

（１）取引を履行できない場合

（２）目的外使用が行われた場合

  令和○年○月○日

（注）

      電話番号：
乙　　住　所：
      氏　名：　
      電話番号：

１　複数者間による契約や複数年契約の締結が必要な場合は、その実態に即して、様式を適宜変更しても差し支えない。

２　販売契約数量は、ＷＣＳ用稲、青刈り稲・わら専用稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記載すること。

  甲または乙の都合により、本契約に基づく契約数量について取引を履行できない（作況変動による減少は除
く）場合は、不履行分について60kg（または10ａ）当たり○○円の違約金を甲または乙に支払う。

  乙が甲から買い受けた新規需要米について、２以外の用途に使用（用途外使用の承認を受けた場合を除
く）した場合、当該数量について、60kg（または10ａ）当たり○○円の違約金を甲に支払う。

　　この契約の成立の証として、本書２通を作成し、各々１通を保有するとともに、地方農政局等に写しを提出するものとす
る。

  また、これに合わせて、甲及び乙は、別添の誓約書を作成し、地方農政局等に提出するものとする。

甲　　住　所：
      氏　名：　

新規需要米の販売等に関する契約書

   （農業者）○○（以下「甲」という。）と（需要者等）○○（以下「乙」という。）は、甲が生産する令和○年産の新規需要米
（○○用。以下同じ。）について、以下のとおり、契約を締結する。

１　甲は、令和○年産の新規需要米○○トン（作柄の状況等による生産量の増減に応じ、契約数量も変動する。）を、乙
に対し、○年○月○日までに引き渡すものとする。

２　乙は、１により引渡しを受けた新規需要米の全てを、○○用として用いるものとする。

　　本契約に係る飼料用米・米粉用米について、品位等検査を受検しない場合には、以下の品質基準が確認され、契約
当事者間で決定されたもの等とする。

　　飼料用米の基準及び確認方法は需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領の定めによること

別紙様式第４－4号

種　　　　　　類： □ うるち米　□ もち米　□ 醸造用

品　　　　　　位： □ ○○以上の品位　□ 定めない

引渡時の態様： □ 玄米　□ 精米　□ もみ　□ その他（　　　　）

販売契約数量：                             実kg

　　

　【米粉用】

①  1.70mm以上のふるい目幅で調製されていること

②  水分含有率が16.0%以下であること

　【飼料用】

３ 違約金について

（１）取引を履行できない場合

（２）目的外使用が行われた場合

  令和○年○月○日

（注）

新規需要米の販売等に関する契約書

１　甲は、令和○年産の新規需要米○○トン（作柄の状況等による生産量の増減に応じ、契約数量も変動する。）を、乙
に対し、○年○月○日までに引き渡すものとする。

２　乙は、１により引渡しを受けた新規需要米の全てを、○○用として用いるものとする。

　　本契約に係る飼料用米・米粉用米について、品位等検査を受検しない場合には、以下の品質基準が確認され、契約
当事者間で決定されたもの等とする。

   （農業者）○○（以下「甲」という。）と（需要者等）○○（以下「乙」という。）は、甲が生産する令和○年産の新規需要米
（○○用。以下同じ。）について、以下のとおり、契約を締結する。

　　飼料用米の基準及び確認方法は需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領の定めによること

  甲または乙の都合により、本契約に基づく契約数量について取引を履行できない（作況変動による減少は
除く）場合は、不履行分について60kg（または10ａ）当たり○○円の違約金を甲または乙に支払う。

  乙が甲から買い受けた新規需要米について、２以外の用途に使用（用途外使用の承認を受けた場合を除
く）した場合、当該数量について、60kg（または10ａ）当たり○○円の違約金を甲に支払う。

　　この契約の成立の証として、本書２通を作成し、各々１通を保有するとともに、地方農政局等に写しを提出するものと
する。

  また、これに合わせて、甲及び乙は、別添の誓約書を作成し、地方農政局等に提出するものとする。

      電話番号：

１　複数者間による契約や複数年契約の締結が必要な場合は、その実態に即して、様式を適宜変更しても差し支えない。

２　販売契約数量は、ＷＣＳ用稲、青刈り稲・わら専用稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記載すること。

甲　　住　所：
      氏　名：　
      電話番号：

乙　　住　所：
      氏　名：　

13



別紙様式第４－９号
番 号
年　　月　　日

殿

農林水産省農産局長

地方農政局長
北海道農政事務所長
内閣府沖縄総合事務局長

【添付資料】

　適正流通に関する啓発資料

新規需要米認定結果通知書

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、令和○年産新規需要米取組計画について、需要に応じた米の生産・販売の
推進に関する要領（平成26年４月１日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の２の規定に基づき、
認定することとしたので、新規需要米の適正流通の確保を図るため、定められた用途以外の用途として流通することのない
よう、主食用米等の他の用途の米穀と明確に区分し、管理の上出荷するとともに、ふるい下等の低品位の米穀を寄せ集め
て出荷しないよう適切な取組をお願いします。

別紙様式第４－９号
番 号
年　　月　　日

殿

農林水産省農産局長

地方農政局長
北海道農政事務所長
内閣府沖縄総合事務局長

1　令和○年産新規需要米認定数量： 玄米kg

2　令和○年産新規需要米認定面積： ㎡

３　用途：

４　出荷方式：

５　品種名（多収品種で取組む場合）：

　（注）その他、農政局長等が特に必要と認めた項目を追加

【添付資料】

　適正流通に関する啓発資料

（注）認定数量は、ＷＣＳ用稲、青刈り稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記載すること。

新規需要米認定結果通知書

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった、令和○年産新規需要米取組計画について、需要に応じた米の生産・販
売の推進に関する要領（平成26年４月１日付け25生産第3578号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の２の規定
に基づき、下記のとおり認定することとしたので、新規需要米の適正流通の確保を図るため、定められた用途以外の
用途として流通することのないよう、主食用米等の他の用途の米穀と明確に区分し、管理の上出荷するとともに、ふるい
下等の低品位の米穀を寄せ集めて出荷しないよう適切な取組をお願いします。

記
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別紙様式第４－１１号

農林水産省農産局長　殿

１　認定面積（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

 単位：㎡

うち
パックご飯

うち
醸造用玄米

（具体的用途を記

載）

　※　飼料用米、米粉用米、ＷＣＳ用等に供する多収品種の種子を認定した場合は、各々の用途に含めて報告すること。（以下、２も同じ）

２　認定数量（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

 単位：玄米kg

うち
パックご飯

うち
醸造用玄米

（具体的用途を記
載）

　※　全国生産出荷団体分は、各農業者の生産予定数量を積み上げて算出すること。（よって、本省が認定した数量と異なる場合がある。）

その他 計地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
都道府県

飼料用米 米粉用米 新市場開拓用米

地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

計

うち
輸出用

（地域流通
農業者分）

うち
輸出用以外
（地域流通
農業者分）

青刈り稲・わ
ら専用稲

その他 計地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

計

うち
輸出用

（地域流通
農業者分）

番　　　号
年　月　日

新規需要米取組計画認定結果報告書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の３の規定に基づき、下記のとおり認定結果を報告します。

記

都道府県

飼料用米 米粉用米 新市場開拓用米

ＷＣＳ用稲
うち

輸出用以外
（地域流通
農業者分）

地方農政局長

北海道農政事務所長

内閣府沖縄総合事務局長
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３　出荷方式、品種別面積（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

一括管理 区分管理 計 一括管理 区分管理 計
多収品種

（特認除く）
特認品種 一般品種 計

専用品種
（特認除く）

特認品種
（米粉用）

その他の品種 計

合　計

（注１）１の面積と整合すること。

（注２）米粉用米の「その他の品種」は、「専用品種（特認除く）」、「特認品種（米粉用）」以外の品種をいう。

４　認定件数（地域流通農業者分のみ）

うちパックご飯 うち醸造用玄米

合　計

５　取組農業者数（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

うちパックご飯 うち醸造用玄米

合　計

（注）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

その他
うち輸出用 うち輸出用以外

青刈り稲・わら
専用稲

品種別面積

その他
うち輸出用 うち輸出用以外

青刈り稲・わら
専用稲

飼料用米 米粉用米

ＷＣＳ用稲

都道府県 飼料用米 米粉用米

新市場開拓用米

ＷＣＳ用稲

都道府県

出荷方式別面積

飼料用米 米粉用米

都道府県 飼料用米 米粉用米

新市場開拓用米
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別紙様式第４－１１号

農林水産省農産局長　殿

１　認定面積（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

 単位：㎡

うち
パックご飯

うち
醸造用玄米

（具体的用途を記
載）

　※　飼料用米、米粉用米、ＷＣＳ用等に供する多収品種の種子を認定した場合は、各々の用途に含めて報告すること。（以下、２も同じ）

２　認定数量（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

 単位：玄米kg

うち
パックご飯

うち
醸造用玄米

（具体的用途を記
載）

　※　全国生産出荷団体分は、各農業者の生産予定数量を積み上げて算出すること。（よって、本省が認定した数量と異なる場合がある。）

その他 計地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
都道府県

飼料用米 米粉用米 新市場開拓用米

地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

計

うち
輸出用

（地域流通
農業者分）

うち
輸出用以外
（地域流通
農業者分）

青刈り稲・わ
ら専用稲

その他 計地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

連携計画 計
地域流通
農業者分

全国生産
出荷団体分

計

うち
輸出用

（地域流通
農業者分）

番　　　号
年　月　日

新規需要米取組計画認定結果報告書

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第４の３の規定に基づき、下記のとおり認定結果を報告します。

記

都道府県

飼料用米 米粉用米 新市場開拓用米

ＷＣＳ用稲
うち

輸出用以外
（地域流通
農業者分）

地方農政局長

北海道農政事務所長

内閣府沖縄総合事務局長
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３　出荷方式、品種別面積（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

一括管理 区分管理 計 一括管理 区分管理 計
多収品種

（特認除く）
特認品種 一般品種 計 （新設） （新設） （新設） （新設）

合　計

（注１）１の面積と整合すること。

（新設）

４　認定件数（地域流通農業者分のみ）

うちパックご飯 うち醸造用玄米

合　計

５　取組農業者数（地域流通農業者分及び全国生産出荷団体分）

うちパックご飯 うち醸造用玄米

合　計

（注）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

その他
うち輸出用 うち輸出用以外

その他
うち輸出用 うち輸出用以外

都道府県 飼料用米 米粉用米

新市場開拓用米

ＷＣＳ用稲
青刈り稲・わら専

用稲

都道府県 飼料用米 米粉用米

新市場開拓用米

ＷＣＳ用稲
青刈り稲・わら専

用稲

都道府県

出荷方式別面積 品種別面積

飼料用米 米粉用米 飼料用米 （新設）
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別紙様式第４－１２号

年　月　日

　農林水産省農産局長

　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

農業者等

住　　　所

氏　　　名

用　途 種　類 都道府県名 名　称 態様 数　　量 （新設）

（実㎏） （玄米㎏）

（注３） 種類欄は、うるち米、もち米、醸造用のいずれかを記入すること。

（注４） 販売契約を行った需要者が単一であって、既に報告を行っている別紙様式第4-13号「新規需要米生産集出荷数量一覧表」で当該需要者との変更

後の販売契約数量が確認できる場合は、当該報告を省略できる。

記

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）
別紙２の第４の５の規定に基づき、新規需要米の変更後の販売契約数量について下記のとおり報告します。

需要者等の名称及び変更後の販売契約数量等

（注１） 電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

（注２）用途欄は、本要領別紙２の第２に定める次の用途のいずれかを記入すること。（「飼料用」、「米粉用」、「ＷＣＳ用」、　「青刈り稲用」、「新市場開拓用」）

令和○年産新規需要米変更後販売契約数量報告書

別紙様式第４－１２号

年　月　日

　農林水産省農産局長

　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　殿

農業者等

住　　　所

氏　　　名

用　途 種　類 都道府県名 名　称 態様 数　　量 販売価格

（実㎏） （玄米㎏） （円/kｇ)

需要者等の名称及び変更後の販売契約数量等

（注１） 電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

（注２）用途欄は、本要領別紙２の第２に定める次の用途のいずれかを記入すること。（「飼料用」、「米粉用」、「ＷＣＳ用」、　「青刈り稲用」、「新市場開拓用」）

記

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）
別紙２の第４の５の規定に基づき、新規需要米の変更後の販売契約数量について下記のとおり報告します。

令和○年産新規需要米変更後販売契約数量報告書

（注３） 種類欄は、うるち米、もち米、醸造用のいずれかを記入すること。

（注４） 農業者等のうち、全国生産出荷団体、都道府県生産出荷団体、認定方針作成者は販売価格を記入するものとする。
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別紙様式第４－１３号
年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　　殿

認定方針作成者
農業者
住　所
氏　名

電　話

　(用途：　　　　　　　　　　　　　　) （地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類 単収

収穫量

補正率

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡) （㎡） （㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※３ ※４ ※５ ※６

/

/

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（※１）別紙様式第４－１号及び別紙様式第４－２号と整合すること。

（※２）販売契約数量等を変更する場合は、Ａ～Ｃのいずれかを選択し、必要事項を記入すること。また、作柄変動が生じた場合の補正率は「作柄表示地帯の単収／作柄表示地帯の平年単収」を記入し、全収穫量が

　　　把握できた場合の変更又は自然災害等により減収した場合の変更を行う場合にあっては、全収穫量や減収量が確認できる書類を添付すること。

（※３）変更を行わない場合は①を、Ａを選択した場合は①×④と①の間の任意の数値を、Ｂを選択した場合は①－③/⑤×⑥を、Ｃを選択した場合は⑦を記入すること。また、全収穫量が把握できた場合の変更を行っ

　　　た場合においては変更後の数量を記入すること。

（※４）30kg換算個単位に調整した際に生ずる端数については、切り上げ又は切り捨てにより整理すること。ただし、切り捨てにより当該農業者の出荷数量が零となる場合は、切り上げによる端数の整理のみ選択できることとする。

（※５）ＷＣＳ用稲に取組んだ場合、生産・出荷したＷＣＳのロールの大まかなサイズ、重量を記入する。（例：直径○○cm×厚さ○○cm、１ロール当たり○○kg）

（※６）飼料用米、米粉用米、新市場開拓用米にあっては、①畜産利用（自家利用以外）、②畜産利用（自家利用）、③すき込み、④その他のいずれかを番号で記入する。

（注１）認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。

（注２）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

（注３）ＷＣＳ用稲、青刈り稲・わら専用稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記載すること。

（注４）「籾」で出荷した場合は、出荷数量に0.8を乗じて玄米換算すること。

令和○年産新規需要米生産集出荷数量一覧表

　　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第５の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

取組
番号

農業者名等 当初出
荷契約
等数量

生産
面積

出荷契約数量及び販売契約数量の変更　　※２
変更後出荷契

約等数量

⑧を30㎏換算個
単位に調整する
場合の変更後出
荷契約等数量

ＷＣＳの
ロールの
サイズ等

出荷
（売渡）
数量

稲わらの
利用状況

氏名又
は名称

農業者
コード Ａ：作柄変動が生

じた場合

Ｂ：自然災害により減収
Ｃ：区分管理

方式の場合

全ての水稲

作付面積
減収量
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別紙様式第４－１３号
年　　月　　日

　地域農業再生協議会の代表者
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長　　　　　　殿

認定方針作成者
農業者
住　所
氏　名

電　話

　(用途：　　　　　　　　　　　　　　) （地域農業再生協議会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種類 単収

収穫量

補正率

（玄米㎏） （㎏/10a） (㎡) （㎡） （㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏） （玄米㎏）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩
※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※３ ※４ ※５ （新設）

/

/

計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

（※１）別紙様式第４－１号及び別紙様式第４－２号と整合すること。

（※２）販売契約数量等を変更する場合は、Ａ～Ｃのいずれかを選択し、必要事項を記入すること。また、作柄変動が生じた場合の補正率は「作柄表示地帯の単収／作柄表示地帯の平年単収」を記入し、全収穫量が

　　　把握できた場合の変更又は自然災害等により減収した場合の変更を行う場合にあっては、全収穫量や減収量が確認できる書類を添付すること。

（※３）変更を行わない場合は①を、Ａを選択した場合は①×④と①の間の任意の数値を、Ｂを選択した場合は①－③/⑤×⑥を、Ｃを選択した場合は⑦を記入すること。また、全収穫量が把握できた場合の変更を行っ

　　　た場合においては変更後の数量を記入すること。

（※４）30kg換算個単位に調整した際に生ずる端数については、切り上げ又は切り捨てにより整理すること。ただし、切り捨てにより当該農業者の出荷数量が零となる場合は、切り上げによる端数の整理のみ選択できることとする。

（※５）ＷＣＳ用稲に取組んだ場合、生産・出荷したＷＣＳのロールの大まかなサイズ、重量を記入する。（例：直径○○cm×厚さ○○cm、１ロール当たり○○kg）

（新設）

（注１）認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。

（注２）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。

（注３）ＷＣＳ用稲、青刈り稲・わら専用稲については、ロール数、重量（トン）又は束数等により記載すること。

（注４）「籾」で出荷した場合は、出荷数量に0.8を乗じて玄米換算すること。

出荷
（売渡）
数量

ＷＣＳの
ロールの
サイズ等

（新設）

氏名又
は名称

農業者
コード Ａ：作柄変動が生じ

た場合

Ｂ：自然災害により減収
Ｃ：区分管理
方式の場合

全ての水稲

作付面積
減収量

令和○年産新規需要米生産集出荷数量一覧表

　　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙２の第５の２の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

取組
番号

農業者名等 当初出
荷契約
等数量

生産
面積

出荷契約数量及び販売契約数量の変更　　※２
変更後出荷契

約等数量

⑧を30㎏換算個
単位に調整する
場合の変更後出
荷契約等数量
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別紙様式第４－１４号

番　　　号
年　月　日

農林水産省農産局長　殿

地方農政局長
北海道農政事務所長
内閣府沖縄総合事務局長

【用途：　　　　　　　　　　　　　　　　　　】 （単位：玄米kg）

当　初 変更後

都道府県計

都道府県計

（注）1　｢用途｣欄は、本要領別紙２の第２に定める用途のうち、「飼料用」、「米粉用」、「新市場開拓用」のいずれかを記載すること。（｢ＷＣＳ用｣｢青刈り稲用｣は除く。）

　　　2　｢種類｣欄は、うるち米、もち米、醸造用のいずれかを記載すること。

　　　3　｢品種｣欄は、｢主食用｣｢多収｣｢多収（特認）｣「米粉用｣｢米粉用（特認）」のいずれかを記載すること。

　　　4　｢認定面積の当初」欄は、9月15日公表時点の面積を、「認定面積の変更後」欄は公表後に変更等があった場合に記載すること。

　　　5　｢籾｣の場合は、出荷（売渡）数量に0.8を乗じて玄米換算すること。

　　　6　用途毎に作成すること。

　　　7　「平均単収」欄は、「認定面積の変更後」欄に記載がある場合は変更後により算出すること。

平均単収
（kg/10a）
②/①×1000

令和○年産新規需要米生産集出荷数量一覧表

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙2の第5の2の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

県　名 種　類 品　種
 認定面積（㎡）① 当初

販売契約等
数量

変更後
販売契約等

数量

出荷（売渡）
数量
②
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別紙様式第４－１４号

番　　　号
年　月　日

農林水産省農産局長　殿

地方農政局長
北海道農政事務所長
内閣府沖縄総合事務局長

【用途：　　　　　　　　　　　　　　　　　　】 （単位：玄米kg）

当　初 変更後

都道府県計

都道府県計

（注）1　｢用途｣欄は、本要領別紙２の第２に定める用途のうち、「飼料用」、「米粉用」、「新市場開拓用」のいずれかを記載すること。（｢ＷＣＳ用｣｢青刈り稲用｣は除く。）

　　　2　｢種類｣欄は、うるち米、もち米、醸造用のいずれかを記載すること。

　　　3　｢品種｣欄は、｢主食用｣｢多収｣｢多収（特認）｣のいずれかを記載すること。

　　　4　｢認定面積の当初」欄は、9月15日公表時点の面積を、「認定面積の変更後」欄は公表後に変更等があった場合に記載すること。

　　　5　｢籾｣の場合は、出荷（売渡）数量に0.8を乗じて玄米換算すること。

　　　6　用途毎に作成すること。

　　　7　「平均単収」欄は、「認定面積の変更後」欄に記載がある場合は変更後により算出すること。

平均単収
（kg/10a）
②/①×1000

令和○年産新規需要米生産集出荷数量一覧表

　需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領（平成２６年４月１日付け２５生産第３５７８号農林水産省生産局長通知）別紙2の第5の2の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

県　名 種　類 品　種
 認定面積（㎡）① 当初

販売契約等
数量

変更後
販売契約等

数量

出荷（売渡）
数量
②

23


